
 - 1 - 

平成２９年３月２３日判決言渡 

平成２８年(行ケ)第１０２４９号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年３月９日 

            判      決 

   

       原      告    合資会社パト・リサーチ 

        

   

       被      告    特 許 庁 長 官 

       指 定 代 理 人    久   保   竜   一 

                   堀   川   一   郎 

                   永   田   和   彦 

                   長   馬       望 

                   松   永   謙   一 

                   板   谷   玲   子 

            主      文 

    １ 原告の請求を棄却する。 

    ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 原告の求めた裁判 

 特許庁が不服２０１５－２０８４８号事件について平成２８年１０月１２日にし

た審決を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は，特許出願拒絶査定に対する不服審判請求を不成立とした審決の取消訴訟

である。争点は，①補正却下判断の当否（目的要件，独立特許要件），②発明該当性

（特許法２９条１項柱書），③明確性要件（同法３６条６項２号）の充足の有無，④
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実施可能要件（同法３６条４項１号）の充足の有無である。 

 １ 特許庁における手続の経緯等 

 原告は，名称を「トルク脈動レス発電機で発電した電力を発電機ユニット自体お

よび外部に連続的に給電し続ける電力システム。」とする発明について，平成２６年

１０月３１日，特許出願（特願２０１４－２２２８５５号，本願）をし（乙２），平

成２７年５月１９日付けで特許請求の範囲及び明細書の記載を補正する手続補正を

したが（乙５），平成２７年８月１９日付けで拒絶査定を受けた（乙６）。 

 原告は，同年１１月２４日，上記拒絶査定に対する不服審判請求（不服２０１５

－２０８４８号）をするとともに（乙８），同日，特許請求の範囲及び明細書の記載

を補正する手続補正（本願補正）をした（乙７）。 

 特許庁は，平成２８年１０月１２日，本願補正を却下した上で，「本件審判の請求

は，成り立たない。」との審決をし，その謄本は，同年１１月１日，原告に送達され

た。 

 ２ 本願発明及び本願補正発明の要旨 

 平成２７年５月１９日付けでされた手続補正により補正された本願の特許請求の

範囲の請求項１に係る発明（本願発明）及び本願補正後の同請求項１に係る発明（本

願補正発明）は，次のとおりである（以下，平成２７年５月１９日付けでされた手

続補正後の本願の明細書及び図面を「本願明細書」と，本願補正後の本願の明細書

及び図面を「本願補正明細書」という。）。なお，ここで「本願発明」「本願補正発明」

とは，特許請求の範囲の記載事項を特定する趣旨で用いており，特許法２９条１項

柱書の「発明」に該当するか否かを問わない。また，下線部は，補正個所を示した

ものである。 

  (1) 本願発明 

「 予め充電したＤＣモータ駆動用バッテリ（１７）の直流電力をトルク脈動レス

発電機主要部（１ａ）中の高速回転するＤＣモータ（２）に給電して，図２にお

いて全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現した「トルク脈動レス発電
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機」（１）によって発電した交流電力の内の一部である（５）起電コイルＡの出力

電力を回生電力として直流電力に変換し，フローティング充電方式でＤＣモータ

駆動バッテリ用充電器（１６）を介して当該発電機を駆動するＤＣモータ用バッ

テリ（１７）に充電し続けながら，当該発電機を駆動するＤＣモータ（２）に再

給電して当該発電機を連続的に稼働させ続ける。さらに，（６）～（８）の起電コ

イルＢ～Ｄによって発電した電力が無駄にならないように「供給電力バッテリ用

充電器」（１８）を介して「供給電力用バッテリ」（１９）に一旦充電してから連

続的に「外部への供給電力Ｑ」（２０）として給電し続ける電力システム。」 

  (2) 本願補正発明 

「 予め充電したＤＣモータ駆動用バッテリ（１７）の直流電力をトルク脈動レス

発電機主要部（１ａ）中の高速回転するＤＣモータ（２）に給電して，図１中に

おいて，全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現した「トルク脈動レス

発電機主要部（１ａ）」あるいは図２中の「トルク脈動レス発電機の全体分解図（１）」

によって発電した交流電力の内の一部である「（５）起電コイルＡ」の出力電力を

回生電力として直流電力に変換し，フローティング充電方式でＤＣモータ駆動バ

ッテリ用充電器（１６）を介して当該発電機を駆動するＤＣモータ駆動用バッテ

リ（１７）に充電し続けながら，当該発電機を駆動するＤＣモータ（２）に再給

電して当該発電機を連続的に稼働させ続ける。さらに，（６）～（８）の起電コイ

ルＢ～Ｄによって発電した電力が無駄にならないように「供給電力バッテリ用充

電器」（１８）を介して「供給電力用バッテリ」（１９）に一旦充電してから連続

的に「外部への供給電力Ｑ」（２０）として給電し続ける電力システム。」 

 ３ 審決の理由の要点 

  (1) 特許請求の範囲に係る補正の適否（目的要件）について 

＜補正事項１＞ 「図２において全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現

した「トルク脈動レス発電機」（１）」を「図１中において，全体分

解図として全構成部品をビジュアルに表現した「トルク脈動レス発
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電機主要部（１ａ）」あるいは図２中の「トルク脈動レス発電機の

全体分解図（１）」にする変更。 

＜補正事項２＞  「（５）起電コイルＡ」の前に「 「 」を加入するとともに同

「（５）起電コイルＡ」の後に「 」 」を加入。 

＜補正事項３＞ 「ＤＣモータ用バッテリ（１７）」を「ＤＣモータ駆動用バッテリ

（１７）」にする変更。 

   ア 特許法１７条の２第５項４号（明りょうでない記載の釈明） 

    (ｱ) 補正事項１ 

 補正事項１は，特許請求の範囲の記載を図面の記載で代用するものであるが，図

面は，一般に，多様な解釈が可能であるから，図面によって示唆される事項は，そ

の内容及び意味があいまいである。そうすると，図面によって示唆される事項によ

って特定される事項もあいまいなものにならざるを得ないから，補正事項１によっ

て特定しようとする事項が明確に把握できない。 

 そうすると，補正事項１は，本願補正前の明瞭でない記載の不明瞭さを正すもの

ではなく，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記載の釈明」を目的と

するものに該当しない。 

    (ｲ) 補正事項２及び３ 

 補正事項２及び３は，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記載の釈

明」を目的とするものと認められる。 

   イ 特許法１７条の２第５項２号（特許請求の範囲の減縮） 

    (ｱ) 補正事項１ 

 本願補正明細書又は本願明細書の図１と図２は，本願のトルク脈動レス発電機を

組み立てた状態で記載しているか，又は，それを構成する部品に分解した状態で記

載しているかという表現が異なるにすぎない。そうすると， 

 ① 本願発明に係る「図２において全体分解図として全構成部品をビジュアルに

表現した「トルク脈動レス発電機」（１）」 
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 ② 本願補正発明に係る「図１中において，全体分解図として全構成部品をビジ

ュアルに表現した「トルク脈動レス発電機主要部（１ａ）」」 

 ③ 本願補正発明に係る「図２中の「トルク脈動レス発電機の全体分解図（１）」」 

の各記載は，いずれも，その実質的な内容に差がない。そうすると，①により特定

される本願発明に係る記載と②③により特定される本願補正発明に係る記載との間

にも，その実質的な内容に差が生じないから，補正事項１は，本願発明の特許請求

の範囲に記載された事項を限定するものではない。 

 したがって，補正事項１は，特許法１７条の２第５項２号の「特許請求の範囲の

減縮」を目的とするものに該当しない。 

    (ｲ) 補正事項２及び３ 

 補正事項２及び３は，いずれも，本願発明の特定事項を実質的に変更するもので

はいから，特許法１７条の２第５項２号の「特許請求の範囲の減縮」を目的とする

ものに該当しない。  

   ウ 特許法１７条の２第５項１号（請求項の削除）又は同項３号（誤記の訂

正）  

 本願の請求項の数は，本願補正の前後とも一つであるから，本願補正は，特許法

１７条の２第５項１号の「請求項の削除」を目的とするものではない。 

 本願発明に係る「図２において全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現

した「トルク脈動レス発電機」（１）」との記載は，本願明細書の記載（【００３２】

【００３４】）を参照すると，誤記とは認められないから，補正事項１は，特許法１

７条の２第５項３号の「誤記の訂正」を目的とするものに該当しない。 

   エ 小括 

 以上から，本願補正は，特許法１７条の２第５項各号に掲げるいずれかの事項を

目的とするものに該当しないから，同法１５９条１項で読み替えて準用する同法５

３条１項の規定により却下する。 

  (2) 特許請求の範囲に係る補正の適否（独立特許要件）について 



 - 6 - 

 仮に，本願補正が，特許法１７条の２第５項２号の「特許請求の範囲の減縮」を

目的とするものであったとして，この場合，本願補正発明が独立特許要件（特許法

１７条の２第６項）を満たすか否かを検討する。 

   ア 発明該当性 

 本願補正発明は，本件補正明細書の記載（【０００１】参照）を考慮すると，その

構成の一部として，ＤＣモータに給電される電力を入力エネルギーとし，当該ＤＣ

モータにより駆動されるトルク脈動レス発電機により発電される電力を，出力エネ

ルギーとする装置を備えるものである。 

 モータ及び発電機の効率が１００％よりも低いことは技術常識であるから，前記

トルク脈動レス発電機は，前記ＤＣモータに供給される電力よりも少ない電力を発

電するが，本願補正発明の前記ＤＣモータ駆動用バッテリは，あらかじめ充電され

ているから，前記トルク脈動レス発電機は，所定の期間駆動され得る。 

 一方，本願補正明細書の記載（【００２１】【００２２】）からは，本願補正発明の

トルク脈動レス発電機は，外部から入力されるエネルギーよりも大きいエネルギー

を外部に出力する発電機とされており，本願補正発明に係る「連続的」との記載は，

そのような発電機であることを前提に，前記バッテリにより駆動される所定の期間

を超える期間を意味するものと認められる。 

 そうすると，本願補正発明は，外部から入力されるエネルギーよりも大きいエネ

ルギーを外部に出力する装置を包含するものであるから，エネルギー保存の法則に

反する。 

 したがって，本願補正発明は，自然法則に反する特定事項を含むものと認められ

るから，特許法２９条１項柱書に規定する「発明」に該当しない。 

   イ 明確性要件 

 本願補正発明に係る「図１中において，全体分解図として全構成部品をビジュア

ルに表現した「トルク脈動レス発電機主要部（１ａ）」あるいは図２中の「トルク脈

動レス発電機の全体分解図（１）」」との記載は，特許請求の範囲の記載を図面の記
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載で代用するものであり，上記(1)アのとおり，これにより示唆される事項によって

特定される事項はあいまいなものとなるから，明確ではない。 

 したがって，本願補正発明に係る特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項２

号に規定する要件を満たしていない。 

   ウ 実施可能要件 

 上記アのとおり，本願補正発明は，トルク脈動レス発電機がＤＣモータに供給さ

れるエネルギーよりも大きいエネルギーを発電する発電機であるとされているが，

エネルギー保存の法則からして，前記トルク脈動レス発電機が発電する電力は，前

記ＤＣモータに供給される電力よりも低くなるところ，本願補正明細書の記載をみ

ても，前記トルク脈動レス発電機が外部から入力されるエネルギーよりも大きいエ

ネルギーを外部に出力する理由が不明である。 

 したがって，本願補正明細書の発明の詳細な説明の記載は，特許法３６条４項１

号に規定する要件を満たしていない。 

   エ 小括 

 以上から，仮に，本願補正が，特許法１７条の２第５項２号の「特許請求の範囲

の減縮」を目的とするものであったとしても，本願補正発明は，特許出願の際，独

立して特許を受けることができないから，同条６項において準用する同法１２６条

７項の規定に違反するので，同法１５９条１項において読み替えて準用する同法５

３条１項の規定により却下すべきものである。 

  (3) 本願発明について 

 本願補正は却下されたから，本願の特許請求の範囲は，本願発明のとおりとなる。 

   ア 発明該当性 

 前記(2)アと同旨（ただし，「本願補正発明」を「本願発明」と，「本願補正明細書」

を「本願明細書」と読み替える。）であり，本願発明は，自然法則に反する特定事項

を含むものと認められるから，特許法２９条１項柱書に規定する「発明」に該当し

ない。 



 - 8 - 

   イ 明確性要件 

 本願発明に係る「図２において全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現

した「トルク脈動レス発電機」（１）」との記載は，特許請求の範囲の記載を図面の

記載で代用するものであり，前記(1)ア(ｱ)のとおり，これにより示唆される事項によ

って特定される事項はあいまいなものとなるから，明確ではない。 

 したがって，本願発明に係る特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項２号に

規定する要件を満たしていない。 

   ウ 実施可能要件 

  前記(2)ウと同旨（ただし，「本願補正発明」を「本願発明」と，「本願補正明細

書」を「本願明細書」と読み替える。）であり，本願明細書の発明の詳細な説明の記

載は，特許法３６条４項１号に規定する要件を満たしていない。 

   エ 小括 

 以上から，本願発明は，拒絶されるべきものである。 

  (4) 本願補正発明について 

 仮に，本願補正が，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記載の釈明」

を目的とするものであるとして，本願補正発明が特許を受けることができるか否か

を検討する。 

   ア 発明該当性 

 前記(2)アのとおり。 

   イ 明確性要件 

 前記(2)イのとおり。 

   ウ 実施可能要件 

 前記(2)ウのとおり。 

   エ 小括 

 以上から，仮に，本願補正が，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない

記載の釈明」を目的とするものであったとしても，本願補正発明は，拒絶されるべ
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きものである。  

第３ 原告主張の審決取消事由 

 １ 取消事由の要点 

  (1) 目的要件について 

   ア 「明りょうでない記載の釈明」について 

    (ｱ) 補正事項１ 

 ネオジム磁石の販売企業のカタログには，ネオジム磁石の形状，サイズ，性能，

表面処理などが詳しく記載されており，使用目的に合わせて購入者が，それらを選

択して購入をするものであるから，本願補正明細書の図２中の構成部品「１１ 丸

形ネオジム―鉄―硼素磁石Ｊ」～「１４ 丸形ネオジム―鉄―硼素磁石Ｍ」は，仕

様を記載しなくても特定されている。 

 特許出願に際して提出する図面には，寸法，寸法公差，幾何公差の真円度，平行

度，同軸度などを記入する必要はないところ，本願補正明細書の図面は，本願明細

書から変更はなく，もともと，「特許出願の手引」の図面の作成要領に従って作成さ

れた正確かつ明瞭で，分かりやすい図面である。 

 したがって，補正事項１は，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記

載の釈明」を目的とするものである。 

    (ｲ) 補正事項２ 

 補正事項２は，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記載の釈明」を

目的とするものである。 

   イ 「特許請求の範囲の減縮」について 

 補正事項１～補正事項３は，「特許請求の範囲の減縮」を目的とするものではない。 

   ウ 「請求項の削除」又は「誤記の訂正」について 

 補正事項３は，特許法１７条の２第５項３号の「誤記の訂正」に該当する。 

   エ 小括 

 以上から，本願補正が目的要件を欠くとした審決の判断には，誤りがある。 
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  (2) 独立特許要件について 

   ア 発明該当性 

 本願補正発明は，エネルギー保存の法則を根底から覆す世界初の大発見である。

すなわち，ＤＣモータと起電コイルとが機械的につながっておらず，さらに，起電

コイルに軟鉄の芯がないため，回転体のネオジム磁石との電磁誘導現象によって発

電された出力電力が，回転体の運動エネルギーに影響を及ぼさず，ＤＣモータは，

無負荷時の出力トルク・回転数で回転し続ける。したがって，起電コイルの数を増

やせば増やすほど，発電電圧が高くなるのに対して，大容量バッテリからの電力は，

電圧がダウンすることなく，間断なくＤＣモータに供給され続ける。 

 本願補正発明の装置は，実験結果の出力電圧値では，ＤＣモータに給電した電圧

ＤＣ９Ｖの７.７７７倍のＡＣ７０Ｖの電圧を発生させる（本願補正明細書の図４）。 

 したがって，発明該当性を否定した審決の判断には，誤りがある。 

   イ 明確性要件 

 前記(1)ア(ｱ)のとおり。 

 したがって，本願補正発明が明確性要件を満たさないとした審決の判断には，誤

りがある。 

   ウ 実施可能要件 

 上記アのとおり。 

 したがって，本願補正明細書の発明の詳細な説明の記載が実施可能要件を満たさ

ないとした審決の判断には，誤りがある。 

   エ 小括 

 以上から，本願補正発明が独立特許要件を欠くとした審決の判断には，誤りがあ

る。 

  (3) 本願発明について 

 本願発明が拒絶されるべきものとした審決の判断が誤りであることは，次のとお

りである。 
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   ア 発明該当性 

 前記(2)アのとおり。 

   イ 明確性要件 

 前記(1)ア(ｱ)のとおり。 

   ウ 実施可能要件 

 前記(2)アのとおり。 

   エ 小括 

 以上から，本願発明が拒絶されるべきものとした審決の判断には，誤りがある。 

  (4) 本願補正発明について 

 「仮に，本願補正が，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記載の釈

明」を目的とするものであったとしても，本願補正発明は拒絶されるべきものであ

る。」とした審決の判断が誤りであることは， 前記(2)のとおりである。 

 ２ まとめ 

 以上のとおりであるから，審決は，取り消すべきものである。 

第４ 被告の主張 

 １ 取消事由の要点に対して 

  (1) 目的要件について 

   ア 「明りょうでない記載の釈明」について 

    (ｱ) 補正事項１ 

 図面は多様な解釈が可能であり，本願補正発明に係る特許請求の範囲の記載を図

２の記載で代用した場合，例えば，ネオジム磁石を備えることを特定するに留まる

のか，あるいは，当該ネオジム磁石の形状や個数も特定しようとするのか，ＤＣモ

ータが取り付けられる部材を備えることを特定するに留まるのか，あるいは当該部

材の形状も特定しようとしているのか，又は，ＤＣモータの取付について特定する

ものなのかなど，特許請求の範囲の記載で何をどこまで特定しようとしているのか

が明確に把握できない。 
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 したがって，補正事項１は，本願補正前の明瞭でない記載の不明瞭さを正すもの

ではなく，「明りょうでない記載の釈明」を目的とするものに該当しない。 

    (ｲ) 補正事項２ 

 審決は，補正事項２が「明りょうでない記載の釈明」を目的とすると認定したの

であり，補正事項２が同号に該当しないということを理由として本願補正を却下し

てはいないから，取消事由を構成しない。 

   イ 「特許請求の範囲の減縮」について 

 審決は，特許請求の範囲についてする本願補正が特許請求の範囲の減縮を目的と

するものではないと認定しているから，取消事由を構成しない。 

   ウ 「請求項の削除」又は「誤記の訂正」 

 審決は，補正事項３が「明りょうでない記載の釈明」を目的とするものに該当す

ると判断しており，補正事項３が「請求項の削除」又は「誤記の訂正」に該当しな

いことを理由として本願補正を却下していないから，取消事由を構成しない。 

   エ 小括 

 補正が特許法１７条の２第５項の規定を満たすためには，補正事項の全てが同項

の規定を満たさなければならない。そうすると，補正事項１が同項各号に掲げるい

ずれの事項を目的とするものにも該当しないのであれば，本願補正は，全体として，

同項の規定に違反するものとして却下されるべきものであり，審決の判断に誤りは

ない。 

  (2) 独立特許要件について 

 審決の独立特許要件に関する判断は，仮に，本願補正が特許請求の範囲の減縮を

目的とするものに該当するとした場合の判断である。本願補正が特許請求の範囲の

減縮を目的とするものではないことは，当事者間に争いはないから，取消事由を構

成しない。 

  (3) 本願発明について 

   ア 発明該当性 
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 ＤＣモータは，必然的に銅損又は鉄損等の損失が発生し，起動コイルは，銅損の

損失が発生するから，トルク脈動レス発電機は，ＤＣモータに入力されたエネルギ

ーよりも小さいエネルギーしか出力できない。 

 本願明細書の図１及び図２の記載から看取できるネオジム磁石を回転させて起電

コイルに誘導起電力が発生すると，起電コイルを流れる電流とネオジム磁石による

磁場との間に作用する力は，ネオジム磁石の移動方向とは反対方向に作用し，かつ，

起電コイルを流れる電流が多くなる程強くなる。そうすると，トルク脈動レス発電

機の駆動軸とつながれたＤＣモータの回転軸には，その回転方向とは反対方向のト

ルク（ブレーキトルク）が作用し，その大きさは，起電コイルを流れる電流が多く

なる程大きくなる。すなわち，発電量が大きくなる程，ブレーキトルクは大きくな

り，ネオジム磁石を回転させるために必要なエネルギーが増加する。したがって，

ＤＣモータが無負荷時の出力トルク・回転数で回転し続けるとの事象は生じない。 

 ＤＣモータに給電した電圧と出力電圧の相違は，電力についてのものではなく，

ＤＣモータ駆動用バッテリからＤＣモータに供給される電力よりも，トルク脈動レ

ス発電機が出力するエネルギー，すなわち発電電力が大きいことを示すものではな

い。 

   イ 明確性要件 

 前記(1)ア(ｱ)のとおり。 

   ウ 実施可能要件 

 上記アのとおり，トルク脈動レス発電機は，外部から入力されるエネルギーより

も大きいエネルギーを外部に出力するとはいえないから，本願明細書の記載では，

トルク脈動レス発電機が外部から入力されるエネルギーよりも大きいエネルギーを

外部に出力する理由が不明である。 

   エ 小括 

 以上から，本願発明が拒絶されるべきものとした審決の判断には，誤りはない。 

  (4) 本願補正発明について 
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 上記(3)のとおり。 

  ２ まとめ 

 以上のとおり，審決の認定判断には，誤りはない。 

第５ 当裁判所の判断 

 １ 本願発明について 

 本願明細書（乙２，５）には，次の記載がある。 

  (1) 解決課題 

「 現行の自動車の電力システムが動力源のエネルギを化石燃料に頼っているため

に永久機関サイクルの条件を今一つ満たしていないが，これを最大エネルギ積が

大きい永久磁石の無限の磁力パワーに代えれば永久発電・電力システムの条件を

満たすことができる。 

  本発明は，このような従来の電力システムでは不可能と言われている永久発電

機による発電・電力システムを提供することを目的とする。」【００１０】 

  (2) 課題解決手段 

「 本発明は，上記の目的を達成するために，偶々発見した事実に着目して実験し

た結果に基づいて製作したトルク脈動レス発電機のテスト機による発電・電力シ

ステムであり，その要件を以下に記す。 

 １）発電機に鉄芯を用いない起電コイルを複数個使用する。 

 ２）発電機に「最大エネルギ積」の大きいネオジム―鉄―硼素磁石を使用する。 

 ３）高速回転するＤＣモータで発電機を高速回転させる。 

 ４）発電機を駆動するＤＣモータの直流電源に大容量のバッテリを使用する。 

 ５）起電コイル複数個の内の小分けした起電コイル１個の交流電力を直流に変換

して，一旦ＤＣモータ駆動用の大容量のバッテリに充電し，ＤＣモータの駆動電

力にする。 

 ６）残り複数個の起電コイルの交流電力は，利用しなければ無駄になってしまう

ので直流に変換して，一旦バッテリに蓄電し外部へ給電する。」【００１１】 
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  (3) 発明の効果 

「 本出願のトルク脈動レス発電機は，ＤＣモータの高速回転で駆動させると，起

電コイル４個を直列につないだ発電電力がＤＣモータに供給した直流電力の７.

７７倍の交流電力になり，それを直流に変換すると約１０倍もの直流電力になる。」

【００１８】 

  本出願トルク脈動レス発電機の実験機は，直流電力ＤＣ９ＶをＤＣモータに印

加して高速回転させた場合，回転数７,９００ｒｐｍで起電コイル１個当たりＡＣ

１７Ｖを発電した。起電コイル４個を直列につないだ発電電力はＡＣ７０Ｖにな

り，それを直流に変換すると約ＤＣ９０Ｖになる。」【００１９】 

「 上述したように，本発明のトルク脈動レス発電機は，直流電力で高速回転する

ＤＣモータを当該発電機の動力源として使用し，複数個の最大エネルギ積の大き

いネオジム―鉄―硼素磁石の高速回転によって複数個の起電コイルがＤＣモータ

に印加した電力を大きく上回る電力を発電し，小分けした起電コイルの一部から

取り出した交流電力を直流に変換してＤＣモータ駆動用に回生電力として給電す

ることにより，休むことなく連続発電し続ける。それに，残りの起電コイルによ

る発電・電力を外部に連続して給電し続けることができる。正に，トルク脈動レ

ス発電機による永久発電・電力システムの出現になる。」【００２１】 

「 従来から言われている「永久機関は不可能」とする見解は，上述したような事

実を達成できなかったためであり，本出願のトルク脈動レス発電機による永久発

電・電力システムの実験結果がそれを覆す。」【００２２】 

  (4) 図面 
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 ２ 取消事由について 

  (1) 目的要件について 

   ア 検討 

 特許請求の範囲の補正に係る補正事項１が，特許法１７条の２第５項４号の「明

りょうでない記載の釈明」に該当するかを検討する。 

 補正事項１は，本願発明の 

 「図２において全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現した「トルク脈

動レス発電機」（１）」 

と図面の記載で代用していた特定事項を， 

 「図１中において，全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現した「トル
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ク脈動レス発電機主要部（１ａ）」あるいは図２中の「トルク脈動レス発電機の

全体分解図（１）」 

と図面の記載で代用した特定事項に変更するというものである。 

 本願補正明細書の図２（「１ トルク脈動レス発電機の全体分解図」）をみてみる

と，同図には，ネオジム磁石，ヨーク，コイル，軸受け，取付具，ベース，ねじ，

端子など様々な部材が具体的な形態で記載されており，ただ単に「トルク脈動レス

発電機の全体分解図（１）」などとしただけでは，同図の記載のどの部分までを発明

特定事項としたのか，あるいは，同図に記載された形状，個数，配置等につき，ど

の範囲・程度までを発明特定事項とするのかについて，全く不明である。したがっ

て，「図１中において，全体分解図として全構成部品をビジュアルに表現した「トル

ク脈動レス発電機主要部（１ａ）」あるいは図２中の「トルク脈動レス発電機の全体

分解図（１）」は，不明確な記載を含むものであり，明瞭でない記載を釈明して明瞭

としたものに正すものではないから，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうで

ない記載の釈明」に該当するものではない。 

   イ 原告の主張について 

 原告は，ネオジム磁石は，その仕様を記載していなくても特定されている，本願

補正明細書の図面は正確かつ明瞭で分かりやすい図面であると主張する。 

 しかしながら，特許請求の範囲の記載を図面で代用したことによって不明確にな

るのは，何を特定事項とするのかが図面だけからは読み取れないという，図面を用

いること自体によって生じることである。このことは，当該図面がどのように作成

されているとか，当該図面に示された個々の対象が特定されているかということと

は関係なく生じることである。 

 したがって，原告の上記主張は，失当である。 

   ウ 小括 

 以上から，補正事項１は，特許法１７条の２第５項４号の「明りょうでない記載

の釈明」を目的とするものではなく，原告は，補正事項１が，そのほかの同項各号
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に該当することを主張するものではなく，そのほかの各号に該当しないとした審決

の判断に誤りは認められないから，補正事項１は，同条第５項の目的要件を満たさ

ないものである。 

 そうすると，補正事項１が目的要件を欠く以上，本願補正は全体として不適法で

ある。 

 したがって，本願補正を却下した審決の判断には，誤りはない。 

  (2) 本願発明について 

 本願補正を却下した審決の判断に誤りはないから，次に，本願発明が特許を受け

られるものかについて検討する。 

   ア 明確性要件について 

 上記１(1)アのとおり，本願補正発明に係る「図２中の「トルク脈動レス発電機の

全体分解図（１）」」との記載は，不明確なものであるから，これと実質的に同一の

記載と認められるである，本願発明に係る「図２において全体分解図として全構成

部品をビジュアルに表現した「トルク脈動レス発電機」（１）」も不明確なものと認

められる。そうすると，本願発明に係る特許請求の範囲の記載は，不明確な記載を

含むから，全体としても不明確である。 

 したがって，本願発明に係る特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項２号に

規定する要件を満たしていないから，明確性を欠くとした審決の判断には，誤りは

ない。 

   イ 発明該当性について 

    (ｱ) 検討 

 本願明細書を参酌すると，本願発明は，バッテリの電力をＤＣモータに給電し，

起電コイルから生じた電力の一部をバッテリに充電しながらＤＣモータに再給電し

てＤＣモータを永久に稼働させ，起電コイルから生じた電力の残りを外部に永久に

供給するとしたものであり，入力した以上の電力（エネルギー）を出力するとした

ものであって，明らかに永久機関とみられるものである（なお，本願発明に係る特
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許請求の範囲には，トルク脈動レス発電機を「連続的」に稼働させ続ける，電力を

「連続的」に給電し続けるとの記載があるが，この「連続的」が「永久」を意味す

ることは，前記１に認定の本願明細書の記載から明らかである。）。 

 したがって，原告が自認するとおり，本願発明は，エネルギー保存の法則という

物理法則に反するものであるから，自然法則を利用したものではなく，特許法２９

条１項柱書の「発明」ではない。 

   (ｲ) 原告の主張について 

 原告は，本願発明がエネルギー保存の法則を破るものであると主張するが，ＤＣ

モータの銅損若しくは鉄損等の損失又は起動コイルの銅損の損失，あるいは，ネオ

ジム磁石と起電コイルとの間で作用する力などを全く考慮しておらず，その主張は

失当である。 

 また，原告は，ＤＣモータに給電した直流電圧よりも高い交流電圧が起電コイル

に発生していると主張し，本願明細書の図４の記載を援用するが，起電コイルから

の出力電圧が上がったからといって，ＤＣモータに供給される電力（消費電力）よ

りも起電コイルから出力される電力が上回るということはできないから，その主張

は失当である。 

   (ｳ) 小括 

 以上から，本願発明は，特許法２９条１項柱書の「発明」に該当しないから，発

明該当性を欠くとした審決の判断には，誤りはない。 

  ウ 実施可能要件について 

 本願発明は，自然法則に反するものであるから，本願明細書の発明の詳細な説明

のいかなる記載をもってしても，当業者が本願発明を実施できないことは明らかで

ある。 

 したがって，本願明細書の発明の詳細な説明の記載は特許法３６条４項１号の実

施可能要件を欠くとした審決の判断には，誤りはない。 

第６ 結論 



 - 22 - 

 以上のとおりであるから，その余の点について判断するまでもなく，本願を拒絶

すべきものとした審決の判断に誤りはなく，原告の請求は理由がない。 

 よって，原告の請求を棄却することとして，主文のとおり判決する。 
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